
事業所調査
　総務省事業所母集団データベース（平成29年次フレーム）を基に、従業員５名以上の福岡市内
民間事業所を対象に、業種別構成比に従い無佐為に抽出した2,000事業所

正社員調査
　調査対象事業所に勤務する正社員　男女別・管理職非管理職別　各2,000人（合計8,000人）

非正規雇用労働者調査
　調査対象事業所に勤務する非正規雇用労働者　2,000人

◆調査基準日　令和元年10月１日（調査期間：令和元年11月8日～11月30日）
◆調 査 方 法　郵送調査
◆回 収 結 果　事業所　375件（18.8％）、正社員　1,175人（14.7％）、
　　　　　　　非正規雇用労働者　252人（12.6％）

調  査  概  要

福岡市
女性活躍推進に関する
事業所等実態調査

福岡市
女性活躍推進に関する
事業所等実態調査

［概要版］

令和元年度
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調査の目的調査の目的

回答した事業所の属性

　本調査は、市内事業所における従業員の就業実態や女性の活躍推進などに係る課題を把握することを目的
とし、また「福岡市働く女性の活躍推進計画（第２次）」の策定に向けて、今後の施策を実施していく上で
の基礎資料とするものです。

■業　種

正社員と非正規雇用労働者の仕事に対する考え

■従業員規模（本社・支社等含む）

建設業
10.4%

30人以下
44.5%

501人以上
20.8%

301～500人
5.1%

31～50人
6.4%

51～100人
7.7%

101～300人
14.7%

その他
14.1%

サービス業
18.4%

医療、福祉
17.9%

教育、学習支援業
2.9%

宿泊業、
飲食サービス業

4.0%

不動産業、
物品賃貸業
3.2%

無回答
0.3%

製造業
7.5%

情報通信業
3.5%
運輸業、
郵便業
2.4%

卸売業、小売業
15.5%

無回答
0.8%（N＝375） （N＝375）
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ワーク・ライフ・バランスワーク・ライフ・バランス

平成26年度調査と比較し取り組む必要を肯定する意見が大幅に増加しており、事業所においてワー
ク・ライフ・バランスの意識が着実に浸透しているようです。

事業所は…

■ワーク・ライフ・バランスの認知状況

１位　年次有給休暇取得の促進 78.1％
２位　残業時間（所定外労働時間）の縮減 68.8％
３位　経営者や管理職の意識改革 29.9％
４位　仕事の進め方や内容の見直し 29.6％
５位　職場風土の改革 26.9％

0 20 40 60 80 100（％）

令和元年度調査
（N＝375）

平成26年度調査
（N＝617）

62.9％ 17.1％ 17.9％

58.8％ 19.8％ 19.1％

2.1％

2.3％

■知っている　■意味までは知らないが、見聞きしたことはある　■知らない　■無回答

■ワーク・ライフ・バランスに対する意識

１位　従業員の満足度、仕事への意欲が高まることなどにより、生産性が向上する 75.4％
２位　多様で有能な人材の獲得や定着が可能となる 47.1％
３位　仕事の進め方が合理的に見直されて効率が高まる 22.1％
４位　仕事以外の活動に関わることで得た視点の広がりや創造性が、企業にフィードバックされる 22.1％
５位　多様な人材の能力を活かすことで、様々なニーズや環境の変化への対応が可能となる 15.0％

■ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組む必要があると思う理由　　複数回答（n＝280）

１位　育児・介護のための短時間勤務制度 57.6％
２位　非正規雇用労働者のうち、希望するものを正社員に登用する制度 41.9％
３位　メンタルヘルスに係る相談窓口の設置など 39.2％
４位　再雇用制度（対象が定年退職者に限られる場合は除く） 35.2％
５位　自己研鑽のための休暇制度や講習料助成制度 34.1％

■導入しているワーク・ライフ・バランスを推進するための制度　　複数回答（N＝375）

■ワーク・ライフ・バランス推進のための取組み　　複数回答（N＝375）

0 20 40 60 80 100（％）

令和元年度調査
（N＝375）

平成26年度調査
（N＝617）

43.2％ 31.5％ 6.9％ 12.5％

25.0％ 33.5％ 10.7％
4.5％

23.5％

4.0％1.9％

2.8％

■取り組む必要がある　■どちらかといえば取り組む必要がある
■どちらかといえば取り組む必要はない　■取り組む必要はない　■わからない　■無回答
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0 20 40 60 80 100（％）

正社員は…

■ひと月あたりの平均的な残業時間

■ワーク・ライフ・バランス推進のために会社に望む取組み

■育児休業の取得率【事業所調査】

男性  5.1％　女性  94.9％

管 理 職
（n=177）男

　
性 非管理職
（n=243）

管 理 職
（n=82）

非管理職
（n=660）

19.2％ 28.2％ 31.6％ 6.2％
1.1％ 1.7％

11.9％

■残業なし　■10時間以下　■10時間超20時間以下　■20時間超45時間以下
■45時間超60時間以下　■60時間超　■無回答

女
　
性

24.3％ 18.9％ 32.5％ 8.2％
3.7％ 1.2％

11.1％

40.6％ 18.0％ 12.6％
1.5％ 0.6％ 1.4％

25.3％

20.7％ 17.1％ 31.7％ 6.1％
3.7％

20.7％

0

20

40

60

80

100

仕
事
や
人
の
合
理
的
な
配
分
が

可
能
な
柔
軟
な
組
織
づ
く
り

経
営
者
や
管
理
職
の

意
識
改
革

複
数
の
仕
事
を
こ
な
せ
る

人
材
の
育
成

職
場
風
土
の
改
革

仕
事
の
進
め
方
や
内
容
の

見
直
し

年
次
有
給
休
暇
取
得
の
促
進

多
様
な
休
暇
制
度
や

短
時
間
勤
務
制
度
の
導
入

労
働
時
間
の
長
さ
で
は
な
く
、

仕
事
の
成
果
の
適
正
評
価

残
業
時
間（
所
定
外
労
働

時
間
）の
縮
減

従
業
員
の
働
き
方
に

関
す
る
ニ
ー
ズ
の
把
握

在
宅
勤
務（
テ
レ
ワ
ー
ク

な
ど
）の
導
入

I
C
T（
情
報
通
信
技
術
）や
R
P
A
、A
I

（
人
工
知
能
）を
活
用
し
た
業
務
の
効
率
化

ワ
ー
ク・ラ
イ
フ・バ
ラ
ン
ス
支
援

に
関
す
る
情
報
の
提
供

そ
の
他

特
に
な
し

40.440.4 39.339.3 32.332.3 30.730.7 30.730.7 29.729.7 24.224.2 19.019.0 18.318.3 18.018.0 12.912.9 12.012.0 5.05.0 2.02.0
7.77.7

複数回答（N=1,175）

■会社に望む育児支援の制度

0

20

40

60

80

100

短
時
間
勤
務
制
度

始
業・終
業
時
刻
の

繰
上
げ・繰
下
げ

フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム

制
度

保
育
料・託
児
料
の
補
助
や
融

資
な
ど
の
金
銭
的
支
援
制
度

残
業（
所
定
外
労
働
）

の
免
除

病
児
の
た
め
の
看
護

休
暇
制
度

企
業
内
託
児
施
設
の

設
置

会
社
が
契
約
す
る
保

育
サ
ー
ビ
ス
制
度

そ
の
他

在
宅
勤
務

（
テ
レ
ワ
ー
ク
）制
度

50.250.2
71.071.0

39.839.8
50.550.5 48.848.844.044.0 35.335.3

46.046.0

24.924.9

49.949.9

24.924.9
35.735.7

23.723.726.326.3 22.022.027.527.5 29.129.122.122.1

0.90.9 1.31.3

複数回答　■男性（n=422）　■女性（n=746）

（％）

（％）

3



女性活躍推進女性活躍推進

■昇進したい　■どちらかというと昇進したい　■どちらかというと昇進したくない　■昇進したくない　■無回答
0 20 40 60 80 100（％）

■今後の昇進意向

■女性の管理職登用促進にあたり重要なこと

管 理 職
（n=177）男

　
性 非管理職
（n=243）

管 理 職
（n=82）

非管理職
（n=660）

1.7％

31.1％ 35.0％ 23.2％ 9.0％

複数回答■事業所（N＝375） 複数回答■正社員・男性（n=422）
　　　　■正社員・女性（n＝746）

女
　
性

0.8％
30.5％ 36.6％ 21.0％ 11.1％

40.0％ 18.9％ 3.8％12.0％ 25.3％

3.7％
24.4％ 43.9％ 22.0％ 6.1％

■民間事業所における女性管理職の割合【事業所調査】

管理職登用

課長相当職以上（役員除く）に占める女性の割合

役員に占める女性の割合
11.3％
17.2％

女性管理職（課長相当職以上）が
１人もいない事業所の割合

 　64.9％ ※ただし
　役員は除く

■女性管理職が少ない（全くいない）理由 複数回答（n=185）
１位　該当する経験、資質、能力、適性を持った者が少ない（いない） 36.2%
２位　該当する資格（社内試験合格者を含む）を持った者が少ない（いない） 21.6%
３位　該当する勤続年数や年齢に達した者が少ない（いない） 20.0%
４位　管理職になりたがる女性が少ない（いない） 20.0%
５位　女性管理職のモデル例が少ない（いない） 17.3%

優秀な女性人材の採用
出産後も働き続けることができる環境の整備

女性のモチベーション向上
ワーク・ライフ・バランスの推進

家族の理解、協力
残業時間（所定外労働時間）の縮減
業務効率化による労働生産性の向上

女性のキャリア形成のための研修等の実施
対外折衝や企画・立案などの多様な職務経験の付与

経営者・管理職の意識改革
女性のロールモデルの育成・提示
管理職登用制度の見直し

その他
特になし

060 50 40 30 20 10 60
（％） （％）

50403020100

40.540.5 44.344.326.826.8
48.348.3
54.054.0

33.433.4
35.735.7

27.527.5 36.336.3
25.125.1 37.037.0

16.616.624.124.1
17.317.3
20.120.1
19.019.0
21.021.0

24.624.6
32.832.8

13.313.3
10.510.5

15.915.9
14.714.7

10.210.2
9.99.9

5.55.5
7.07.0

2.12.1
0.90.9

9.69.6
1.11.1
3.73.7

11.211.2
13.913.9
15.515.5

18.718.7
18.918.9
20.320.3

25.325.3
32.032.0
35.535.5

39.739.7
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事業所は…

複数回答（n=171）（％）

■女性活躍推進への取組み状況

■女性活躍推進への取組みを進めている理由

■事業所が進めている女性活躍推進のための具体的な取組み　複数回答（n=171）

■取組みを実施した効果　複数回答（n=171）

■女性活躍推進法に基づく行動計画の策定状況

策定している
16.8％

今後も策定の
予定はない
18.4％

今後は未定
44.3％

今後策定
予定である
15.2％進めていない

45.3％

無回答
9.1％

進めている
45.6％

無回答
5.3％

１位　性別に関係なく、能力主義による人事管理方針 83.0％
２位　女性正社員の採用拡大 66.7％
３位　社内プロジェクト等への女性の参画 55.0％
４位　女性のキャリア形成のための研修等の実施、研修機会の付与 42.1％
５位　男女共同参画に関する研修を行うなど、従業員への意識啓発 33.3％

１位　女性の労働意欲が向上した 44.4％
２位　女性の就業継続率が向上した 39.8％
３位　優秀な人材を採用できるようになった 32.2％
４位　効率的な業務改善や生産性向上につながった 20.5％
５位　組織風土が誰もが働きやすい形に変わった 17.5％
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対
応

ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
推
進

企
業
の
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ

国
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推
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し
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そ
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他

複数回答（n=235）（％）

■行動計画を策定する予定がない（未定）理由

0
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40
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60

女
性
従
業
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が
少
な
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い
な
い
）
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定
し
な
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て
も
取
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で
き
る
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定
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る
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が
不
足
し
て
い
る

法
的
に
義
務
付
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れ
て
い
な
い
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定
す
る
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ッ
ト
を
感
じ
な
い

既
に
独
自
の
女
性
活
躍
に
係
る
取
組

方
針
が
あ
る

策
定
や
届
出
に
手
間
が
か
か
る

女
性
活
躍
の
推
進
に
取
り
組
む
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向

が
な
い

費
用
面
で
の
負
担
が
あ
る

そ
の
他

83.683.6
41.341.3

32.832.8

18.318.3
8.98.9

6.46.4 5.55.5 5.15.1 2.62.6 2.12.1

14.014.0

55.655.6 51.551.5
39.839.8

22.822.8
15.815.8 12.912.9

4.74.7 3.53.5

（N＝375） （N＝375）
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正社員は…

■取組みが進んでいないと感じる理由

■男性（n＝152）

女性の経営層・管理職が少ない（いない）

男性優位の考え方が変わっていない

女性のキャリア意識が高くない

女性の業務範囲が限定的である

女性の採用が少ない（ない）

男性に比べキャリアの形成が進まない

女性の早期退職が多い

その他

0（％）50 40 30 20 10 50（％）403020100

■女性活躍推進への取組みの進捗状況評価

進んでいる
18.4％

ある程度
進んでいる
39.3％

あまり
進んでいない
23.7％

あまり
進んでいない
22.0％

進んでいない
14.0％

進んでいる
18.2％

無回答
1.9％

無回答
3.2％

ある程度
進んでいる
43.8％

進んでいない
15.4％

【男性】
422人

【女性】
746人

行政への要望行政への要望

両立支援制度（育児休業・
育児短時間勤務など）が不十分である

両立支援制度（育児休業・育児短時間勤務など）
があっても利用しにくい（できない）

■女性（n＝292）

45.445.4

22.422.4

28.328.3

39.539.5

37.537.5

20.420.4

13.213.2

19.119.1

13.813.8

3.33.3

47.947.9

37.337.3

23.623.6

17.817.8

16.116.1

24.024.0

21.921.9

15.115.1

15.815.8

8.68.6
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非正規雇用労働者の現状非正規雇用労働者の現状

■今後希望する働き方

非正規雇用労働者
（契約社員、嘱託含む）

51.6％正社員
33.3％

個人事業主
フリーランス
5.2％

その他
4.8％

派遣労働者
0.8％

仕事は
持ちたくない
0.8％ 無回答

3.6％

複数回答（N=252）
（％）

（点） （点）

■過去の就労経験　　
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就
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そ
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他

■非正規雇用という働き方を選んだ理由

男性（n＝36）■１番目■２番目■３番目 　女性（n＝215）■１番目■２番目■３番目

（N＝252） （N＝252）

勤務時間・日数（自由度、短さ、残業のなさなど）
勤務場所（自宅からの近さ、通勤のしやすさなど）
仕事内容（希望の内容、資格を活かした専門性、容易さなど）
負担感（正社員のような責任や人事異動などの負担の少なさ）
就業調整（扶養・税制面での年収や労働時間の調整が可能）
正社員断念（正社員職が見つからない）

その他

060 50 40 30 20 10 5000 100 200 300 400

■パートタイム・有期雇用労働法の
　認知状況

■正社員と比べた賃金の意識

（N＝252）

低いと意識した
ことはあるが
納得できる
25.0％

低いと意識した
ことがあり
納得できない
23.8％

低いと意識した
ことはない
27.8％

仕事内容が同様の
正社員がいない

（わからない場合を含む）
20.6％

知らない
47.6％

無回答
2.4%

法律の内容まで
知っている
5.2％

内容までは
知らないが、

施行されることは
見聞きしたことは

ある
44.8％

無回答
2.8%

福岡市女性活躍推進に関する
事業所等実態調査　概要版
　　　令和２年３月

発行　福岡市市民局女性活躍推進課
〒810-8620 福岡市中央区天神１丁目８番１号
TEL 092-711-4950　FAX 092-733-5785

75.4

38.1

15.9
7.5 4.4 0.8

非正規雇用労働者は…

4444

2222
4949

1414
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※理由順で、１番目＝３点、２番目＝２点、３番目を１点として、点数を算出
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